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産業建設常任委員会の概要について 

（報  告） 

 

１．日  時   令和４年２月２２日（火） 

午前１０時００分  開 会 

午前１１時０９分  閉 会 

 

２．場  所   大会議室 

 

３．出席委員   副委員長  堀   光 雄   委  員  舩 見 昌 功 

委  員  澤 口 正 義   委  員  馬 場 騎 一 

議  長  小比類巻 雅彦 

 

４．欠席委員   委 員 長  下 山 光 義   委  員  遠 藤 泰 子 

 

５．傍聴議員   議  員  小比類巻 孝幸   議  員  田 嶋 孝 安 

議  員  西 村 盛 男 

 

６．説 明 員   副 市 長                  米 田 光一郎 

経済部長                  吉 村 聖 毅 

農政課長                  沖 澤 聖 一 

農政課副参事兼課長補佐           福 田 康 治 

水産振興課長                佐 藤 英 一 

水産振興課副参事兼課長補佐         石 井   聡 

産業観光課副参事兼課長補佐         中 村 容 三 

産業観光課商業振興係長           沼 辺 千 恵 

 

７．事務局職員   事務局長  蹴 揚 光 昭   庶務係長  織 笠 信 吾 

主  査  白 銀 壮太郎 

 

８．案  件   令和３年度コロナ禍における経済支援等について 

 

９．会議概要 

堀副委員長：定刻になりましたので、始めます。 

 本日、下山委員長及び遠藤委員から、所用のため本委員会を欠席するとの連絡が入って

おりましたので、委員長に代わりまして職務を行いますが、御了承願います。 

 定足数に達しておりますので、会議は成立いたします。 

 これより、産業建設常任委員会を開会いたします。 
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 本日は、所管事務調査として、経済部所管の令和３年度コロナ禍における経済支援等に

ついて調査を行います。 

 新型コロナウイルス感染症の蔓延により国内の経済活動が大きく減速し、当市において

も、飲食業をはじめ幅広い業種において甚大な影響を受けたことにより、市内経済の回復

及び活性化のため各種経済支援を実施したところであります。 

 それで、これまで実施した経済支援を当委員会で調査することにより、今後において検

討されるであろう経済支援策についても、迅速かつ効果的に実施できることと思います。 

 それでは、市当局より説明をお願いいたします。 

 経済部長。 

吉村経済部長：おはようございます。 

 本日の案件であります令和３年度コロナ禍における経済支援等について、私からはその

概要を説明させていただきまして、その後、産業観光課、農政課並びに水産振興課の各課

から事業の詳細を説明させていただきます。 

 なお、本日の委員会資料について事前に配付しておりましたが、先週、２月１５日火曜

日に、三沢市商工会から市に対しまして緊急要望がありまして、今回、第６波と言われる

新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって大きな影響を受け、緊急を要していると要

望された飲食業、旅行業、タクシー業への支援については、早急に予算要求手続を進めま

して、次の令和４年第１回定例会の一般会計補正予算（第１０号）に提案することとした

ため、本日、お手元に追加資料として配付させていただきました。 

 当該事業の内容等につきましては、本委員会の進行に従いまして、後ほど担当課のほう

から説明させていただきます。 

 それでは、事前にお配りしておりました厚いほうの資料を御参照願います。 

 では、１ページを御覧ください。 

 はじめに、上段に記載しております新型コロナウイルス感染症に係るこれまでの全国で

の発生状況でございます。 

 まず、国内第１波として、令和２年４月７日に東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、大

阪府、兵庫県、福岡県の７府県に対し国が緊急事態宣言を発出し、その後、４月１６日に

はその対象地域を全国に拡大しております。なお、当該緊急事態宣言については、５月２

５日に全ての都道府県が解除となっております。 

 次に、第２波として、令和２年７月から全国的に新型コロナウイルス感染症の発生が増

加いたしましたが、緊急事態宣言の発出には至っておりません。その後、年明けとなる令

和３年１月には第３波の感染拡大があり、１月８日に４都府県に対して緊急事態宣言が出

され、その後、１１都道府県に拡大いたしましたが、３月２１日には全国的に解除となっ

ております。 

 第４波につきましては、令和３年４月２３日に４都府県に緊急事態宣言が発出され、そ

の後、５月２３日に１０都府県に拡大し、６月２１日に沖縄県を除いて解除となっており

ます。 

 次に、デルタ株を中心とした第５波についてですが、引き続き緊急事態宣言が出されて

いた沖縄県に加え、令和３年７月１２日に東京都にも発出され、その後、８月２５日に２
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１都道府県に拡大し、９月３０日には全国で解除となっております。 

 そして今回、オミクロン株の感染を発端とした第６波につきましては、本年１月９日に

沖縄県、広島県、山口県、３県へのまん延防止等重点措置の適用が発表され、その後、１

月１９日には東京などが追加され計１６都府県に、１月２５日には本県を含む計３４都道

府県に拡大され、２月３日には新たに和歌山県が追加されたため、計３５都道府県に対し

てまん延防止等重点措置の適用が発表されました。 

 なお、その後、本資料の配付後になりますけれども、山形県、それから島根県、大分県、

山口県、沖縄県の５県が一昨日の２月２０日をもって解除となったため、現在は３０都道

府県に減少しております。 

 資料のほうになりますけれども、下段には当市の発生状況を記載しておりますが、主な

ものとしましては、令和２年４月、全国的に緊急事態宣言が出された第１波による影響、

令和３年１月、市内飲食店でのクラスターが発生した第３波による影響、そして現在、本

県にもまん延防止等重点措置が適用されている第６波の影響が特に大きく、市内飲食店を

中心とした各事業者において経済的打撃を受けているものと捉えております。 

 続いて、２ページを御覧ください。 

 ただいま説明いたしました新型コロナウイルス感染症の発生状況や、市内各事業者に及

ぼされた経済的影響、そして三沢市商工会、おいらせ農業協同組合、三沢市漁業協同組合

等各経済団体からの要望協議等を踏まえまして、当市ではこれらの一覧表にあるとおり、

令和３年度コロナウイルス経済支援等を実施または実施を計画しております。 

 まず、これまでに１点目の飲食業支援助成金６,２００万円、２点目、生活応援プレミア

ム券事業補助金１億２,５５０万円、３点目、主食用水稲減収対策事業助成金１,１９２万

４,０００円等を実施しております。 

 また、次の令和４年第１回定例会に提案予定の一般会計補正予算（第１０号）に計上す

る事業として、４点目の漁業経営継続支援事業費補助金７１７万６,０００円、加えて、こ

ちらには記載しておりませんが、追加資料としてお配りいたしました経済対策緊急助成金

事業７,０００万円を計画しております。 

 なお、本日は経済部所管の事業に係る説明となっておりますので、ワクチン接種をはじ

めとする市民生活部が実施している感染症予防対策や福祉部等が実施している生活支援対

策等については、対象外としておりますことを申し添えさせていただきます。 

 私からの説明は、以上でございます。 

 では、続きまして担当課のほうから事業の詳細について説明させていただきます。 

堀副委員長：産業観光課副参事。 

中村産業観光課副参事兼課長補佐：産業観光課でございます。引き続きまして、当課所管

分の事業について説明させていただきます。 

 事前配付資料の３ページを御覧ください。１、飲食業支援助成金についてでございます。 

 この事業の概要は、コロナ禍により引き続き著しい影響を受け経営が逼迫している市内

飲食業事業者に対し、当面の運営資金として１店舗当たり２０万円の助成金を交付し、もっ

て市内飲食業への経済支援を行ったものでございます。事業対象者は、①令和３年３月３

１日現在、市内で飲食業を営み事業継続意欲のある事業者。②前年同月比２０％以上の減
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収があった事業者。③確定申告または住民税の申告をしており、住民税等の滞納がない事

業者。④市が定める７項目の感染症対策のうち３点以上を実施している事業者。これら①

から④までの条件を満たす飲食店に対し、１店舗当たり２０万円を支援しており、店舗数

の上限は設けずに実施いたしました。 

 当該事業の受付期間は、令和３年５月１０日から９月３０日まで。周知活動は、対象と

なる全飲食店事業者への案内文書郵送のほか、広報みさわ、マックテレビ、市のホームペー

ジにて実施いたしまして、８月末現在の未申請の方には再度郵送して勧奨を実施しており

ます。 

 また、８月から全飲食店を対象に、予防対策の実施状況に係る現地調査を実施し、各店

舗における感染症予防対策の実施状況を確認した上で、市独自の感染防止対策認証ステッ

カーを交付いたしました。 

 ４ページを御覧ください。 

 上段に、先ほども申し上げました感染防止対策認証ステッカーのイメージ図を載せてご

ざいます。 

 なお、当該ステッカーの交付条件につきましては、飲食業支援助成金の交付対象と同様

に、市が定める７項目の感染症対策のうち３点以上の対策を実施している店舗としまして、

市が実施した現地確認に合わせて交付いたしましたが、最終的には市内飲食店３１０店舗、

これは交付した店舗と同数ですけれども、全ての店舗に対して当該ステッカーを交付する

ことができました。 

 下段に、飲食業支援助成金の交付実績を載せておりまして、まず、受付の締切りが令和

３年９月３０日。申請書を送付した事業者が３４４事業所、うち５７事業所からは未申請

という結果になっております。また、未申請の理由につきましては、資料に記載したとお

り、最後まで連絡が取れなかった事業者が２６件、閉店・休業されていた店舗が１６件、

減収しなかった事業者が８件、理由不明が６件、申請の取り下げがあったものが１件となっ

ております。 

 申請のありました２８７事業所の内訳につきましては、１店舗の申請が２６８事業所で

２６８店舗、２店舗申請が１４事業所で２８店舗、３店舗申請が５事業所で１５店舗となっ

ており、このうち１件の事業者が昨年度から引き続いて税金の滞納の是正が図られなかっ

たため、非該当となっております。対象の店舗数、いわゆる申請のあった合計の店舗数及

び金額は、３１０店舗掛ける２０万円、トータルで６,２００万円の交付となっております。 

 ５ページを御覧ください。２、生活応援プレミアム券事業費補助金についてでございま

す。 

 この事業の概要は、コロナ禍により引き続き減収を余儀なくされ、経営が逼迫している

市内経済の活性化と市民への生活支援・消費喚起を図るために商工会が実施するプレミア

ム率３０％の生活応援プレミアム券事業に対し、市から補助金を交付するものでございま

す。 

 当該事業でのプレミアム率は３０％、１万円の支払いで１万３,０００円分の利用が可能

であり、今回から新たな取組としまして、市民負担となる１万円分については全登録店で

利用可能な共通券、プレミアム分となる３,０００円分につきましては小規模店舗でのみ利
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用可能な専用券の合計１万３,０００円分、５００円券２６枚を１セットとして実施いたし

ました。 

 予算措置としましては、プレミアム部分、いわゆる上乗せ部分の３,０００円掛ける３万

８,０００セットで１億１,４００万円、それに商工会のほうで必要とされる事務費１,１５

０万円を加算した合計１億２,５５０万円。周知方法は、市ホームページ、マックテレビ、

広報みさわ、公共施設等でのポスター掲示。プレミアム券の先行販売が９月１日から３０

日までの１か月間。先行販売につきましては、事前配布したはがきを持参した方に限定し

て、１世帯２セットまでを販売し、１０月１日からが一般販売としまして、１人当たり４

セットまで販売をいたしました。販売場所は、先行販売、一般販売ともに市内６か所の郵

便局。当該プレミアム券の利用期間は、令和４年１月３１日までとなってございます。 

 ６ページを御覧ください。 

 まず、上段の販売実績についてですが、３,０００円分のプレミアム分に市民が負担する

１万円を加算した合計の予算額は、１万３,０００円掛ける３万８,０００セットで４億９,

４００万円。うち共通券が３億８,０００万円、専用券が１億１,４００万円で、最終的な

販売額は予算額と同額の４億９,４００万円、販売率が１００％。このうち、９月末までに

実施した先行販売では約４６％が販売されまして、残りの５４％分につきましては１０月

から実施した一般販売にて販売し、１０月１３日、約２週間で完売となっております。 

 下段、当該プレミアム券の換金状況ですが、２月９日現在では、今現在も同じ額になり

ますが、換金額が販売額４億９,４００万円のうち４億９,２５２万５,０００円、換金率が

９９.７％、このうち共通券が３億８,０００万円のうち３億７,９０６万６,０００円、こ

ちらも９９.７％、専用券が１億１,４００万円のうち１億１,３４５万９，５００円で９９.

５％となっております。なお、当該プレミアム券事業に参加した取扱いの店舗数は３５８

店舗という実績になっております。 

 引き続きまして、本日、追加資料として配付しました経済支援に係る説明をさせていた

だきます。薄いほうの資料、当日追加分というふうに記載された資料のほうを御覧いただ

きたいと思います。 

 １ページをお開きください。５、経済対策緊急支援助成金についてでございます。 

 当該事業の概要は、オミクロン株を発端とした第６波と言われる新型コロナウイルス感

染症の感染拡大によって特に大きな影響を受け、緊急的に支援が必要とされる市内の飲食

業、旅行業、タクシー・運転代行業を対象に、１事業者当たり、飲食店につきましては１

店舗当たり２０万円を助成するものでございます。 

 下段のほうに記載しております事業実施の経緯でございますが、先ほど部長のほうから

も説明がございましたが、先週２月１５日に三沢市商工会から市長に対してコロナ禍にお

ける緊急支援に係る緊急要望がございました。当該緊急要望では、１点目として、特に著

しい影響を受けている飲食業、旅行業、タクシー業への緊急的な支援について。２点目と

して、プレミアム商品券等の実施についての２件の要望がございましたが、特に飲食業等

における支援は緊急を要するということでもございましたので、あさって２月２４日招集

告示予定の３月議会において補正予算計上し、提案する予定となっております。 

 なお、当該事業の財源につきましては、青森県新型コロナウイルス感染症市町村総合対
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策補助金を活用予定で、市内各事業所からの申請期間を長くするために、次年度への予算

繰り越し手続についても併せて実施する予定となっております。 

 ２ページを御覧ください。 

 経済対策緊急支援助成金の対象業種ですが、飲食業、旅行業、タクシー・運転代行業を

予定しており、対象要件につきましては、①令和４年１月３１日現在、市内で事業を営み

事業継続意欲のある者、②確定申告または住民税の申告をしており、住民税等の滞納がな

い者、③コロナ禍前となる３年前から昨年までのいずれかの年と比較し、本年１月から３

月のいずれかの月が同月比３０％以上の減収があった事業者、これら３点全ての条件を満

たす事業者としております。 

 当該事業の予算措置。歳出分につきましては、対象事業所数を３５０事業所、１事業所

当たり２０万円で算定した７,０００万円に事務費４０万円を加えた７,０４０万円。歳入

は、県補助金として事業費と同額の７,０００万円を計上する予定でございます。 

 なお、事業の開始につきましては、第１回定例会の閉会日、いわゆる議決日以降となる

ため、令和４年３月２２日からを予定しており、申請受付期間につきましては次年度とな

りますが、令和４年４月から７月末までを予定しております。周知方法につきましては、

各事業所に対する関係文書の直接郵送のほか、市のホームページ、マックテレビ、広報み

さわでの周知も行い、申請期限の一月前に当たる６月末には未申請者に対する勧奨文書の

郵送も実施する予定にしております。 

 産業観光課所管の事業に係る説明は、以上でございます。よろしくお願いします。 

堀副委員長：農政課長。 

沖澤農政課長：続きまして、農政課所管分について御説明いたします。 

 事前配付いたしました資料の７ページ、３、食用水稲減収対策事業費助成金を御覧くだ

さい。 

 この事業は、コロナ禍で大きな影響を受けている外食産業等の需要減少を受けて、令和

３年産米の米価が大幅に下落したことにより、稲作経営者の収入が大幅に減収となること

から、当市における稲作経営の継続を支援し、農家の営農安定を図るため、米の生産経費

に生産者概算金収入を充てて、なお不足する赤字額に対し２分の１を助成するものであり

ます。 

 具体的には、当市の主力品種であります「まっしぐら」では、令和３年産米の生産者概

算金は１俵当たり８,０００円、青森県の１０アール当たりの標準反収が１０俵であります

ことから、収入は８万円となるのに対して、同じく１０アール当たりの県の標準的な米の

生産経費は９万１,５８２円であり、収入から生産経費を差し引いた赤字額は１万１,５８

２円となります。この赤字額の２分の１の５,８００円を助成額とし、当市の１０アール当

たりの基準反収９俵で換算しますと、１俵当たりの助成額は６４０円となります。 

 次に、この事業に係る予算措置について御説明いたします。 

 市全体の主食用米の作付面積が２０７ヘクタールであり、１０アール当たりの基準反収

は９俵で１万８,６３０俵の産出量が見込まれます。これに１俵当たり６４０円を乗じた

１,１９２万４,０００円の予算を、昨年１２月の令和３年第４回定例会の一般会計補正予

算において措置していただいたものであります。 
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 事業対象者は、市内において主食用米の生産に取り組む農業者及び農業法人の１６３経

営体でありまして、申請期間は令和３年１２月２４日から令和４年２月２８日までとし、

対象者に案内文書を郵送したほか、市の広報誌において周知を図っております。申請状況

につきましては、２月８日現在、申請件数６０件、申請額４４７万５,２００円となってお

り、申請率では３７.５％であります。 

 以上、農政課所管の事業に係る説明を終わります。 

堀副委員長：水産振興課長。 

佐藤水産振興課長：水産振興課でございます。 

 引き続きまして、当課所管分の８ページを説明させていただきます。８ページは、４、

漁業経営継続支援事業費補助金についてでございます。 

 この事業は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う需要の低迷、燃料費や流通経費、

漁具の高騰など幅広く影響を受けている漁業者に対し、漁業経営の継続と安定を図る目的

で操業経費の一部を助成するものであります。 

 助成金額が４７漁業者分で７１７万６,０００円となっており、この事業に係る予算措置

については、漁業者の操業経費の中で大きな割合を占める燃料費を今回は操業経費として

考え、令和３年１月から同年１２月まで漁業者が三沢市内で購入した漁業用燃油の金額に、

今年度の地元漁業者全体の漁獲高の減少率３６％を乗じた２分の１の額であり、９ページ

のほうに算出方法の詳細を載せております。 

 なお、対象者は、三沢市漁業協同組合の組合員であり、令和３年１月から同年１２月ま

での間に操業した漁業者で、４７漁業者です。また、三沢市漁業協同組合が漁業者の令和

３年中の燃油使用量や燃油代及び金融機関口座情報を把握しており、漁業者へ速やかに補

助金を給付することができるため、申請者を三沢市漁業協同組合として、漁協が行う漁業

経営継続支援事業対策に要する経費として市が漁協に対し補助金を交付するものでありま

す。 

 なお、漁業者への支給日は、来月下旬を予定しております。 

 以上、水産振興課所管の事業に係る説明を終わります。 

 以上です。 

堀副委員長：ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明に対し、質疑応答を行います。委員の皆さんからの御意見・

御質問等はございませんか。 

堀副委員長：舩見委員。 

舩見委員：詳細な説明、ありがとうございました。 

 また、令和２年、３年とコロナ禍において大変市内、どの事業所、企業も大変苦しい中、

執行部をはじめ担当課におかれましては迅速な対応、ありがとうございます。今後もよろ

しくお願いいたします。 

 私からは、本日追加分の資料の中の経済対策緊急支援助成金についてですが、確認です

が、前回同様、１店舗当たり２０万円で、３店舗、３事業所を経営していたら、掛ける３

ということでよろしいのでしょうか。 

堀副委員長：産業観光課副参事。 
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中村産業観光課副参事兼課長補佐：今の店舗数によって助成金が増額するかという質問で

すけれども、飲食業に限定してなのですけれども、店舗数に応じて１店舗当たり２０万円

なので、３店舗であれば６０万円の支給ができるように、今現在、仕組みづくりをしてい

るところでございます。 

舩見委員：ありがとうございます。 

 飲食業、旅行業、タクシー・代行と大変苦しい中、申請期間が令和４年４月からとなっ

ておりますが、これはもう少し、今は本当に２月中旬から下旬になりますが、前倒しして

何という、早期に交付できるように、少しでも早く対応できないのか。その辺をどう考え

ているのかお聞かせください。 

堀副委員長：産業観光課副参事。 

中村産業観光課副参事兼課長補佐：申請の期間についてでございますけれども、先ほどの

説明の中で少しお話ししましたが、議決後の実施が必要なため、開始予定が３月２２日か

らとなっておりますので、申請期間を一応４月からというふうにはしておりますが、でき

るだけ早くできるように準備を進めてまいりたいと思います。 

堀副委員長：舩見委員。 

舩見委員：なるべく早く、よろしくお願いいたします。 

 あともう１点ですが、対象業種が飲食業、旅行業、タクシー・運転代行業となっており

ますが、十和田市においては事業継続給付金の対象事業がプラス宿泊施設、結婚式場、製

造、小売、生活関連サービス、建設など  事業者となっておりますが、今後、これを第

１弾として、対象事業の業種を拡大し、助成金を交付する考えがあるのかないのかお聞か

せください。 

堀副委員長：産業観光課副参事。 

中村産業観光課副参事兼課長補佐：今回の対象業種の選定に当たりましては、商工会のほ

うとの協議を踏まえて実施したところですけれども、事前に国のほうで事業復活支援金、

こちらは全業種を対象としておりまして、３０％以上の減収があった方々に対する支援を

行っておりました。ただし、市内の飲食業、旅行業、タクシー業については、市独自での

支援も必要だということと緊急を要するということで要望をいただいたため、今回、選定

したところですが、別の今後の業種の拡大等につきましては、社会情勢の変化とか市内経

済の状況等を見極めながら検討してまいりたいと思います。よろしくお願いします。 

堀副委員長：舩見委員。 

舩見委員：今後、見極めながら対応していくということで、どのように転がっていくか分

かりませんので、早期にいろんなアンテナを張って対応していただきたいと思います。 

 また、最後に、本年度の１月３１日までで終わりましたけれども、生活応援プレミアム

券、令和４年度もぜひ実施していただきたく思うのですが、個人消費の喚起に直接働きか

けるものとして、そういうプレミアム券の早期実施をお願いしたいのですが、どのように

その点は考えておられますか。 

堀副委員長：産業観光課副参事。 

中村産業観光課副参事兼課長補佐：ただいま質問のございましたプレミアム券の事業につ

きましては、商工会のほうからも強い要望がございましたので、市といたしましてもでき
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るだけ早急にプレミアム付商品券等の事業を実施したいと考えておりますが、現在の新型

コロナウイルス感染症の感染状況は予断を許さない状況にありますので、その感染状況を

見極めながら商工会とも協議いたしまして、適時実施できるよう準備を進めてまいりたい

と思います。よろしくお願いします。 

堀副委員長：ほかにございませんか。 

 澤口委員。 

澤口委員：ちょっと細かいことなのですが、気になるものですからお尋ねをしたいと思い

ます。 

 今回もいろんな事業をやってきたのですが、その中で例えば資料の中にあります飲食業

支援助成金、３ページになるのですけれども、事業の対象者ということで幾つかの条件が

書かれているわけなのですが、住民税等の滞納がない者という項目があるのですが、冒頭、

部長が一連のコロナの感染症に関わる経緯が説明されたわけなのですけれども、今回また

追加で出てきて、それにも滞納していないということが条件になっているのですが、これ

に該当する店舗なんかはどれぐらいあるのですか。そこをちょっと分かったら教えてくだ

さい。 

 最初のこちらに書いてあることについては、あまりないのかなと思っているのですが、

今度、追加で打ち出されるものについては、確かに足かけ３年になるコロナ禍で滞納する

方が多いのではないかと自分なりに予測しているのですが、この辺の実態が分かりました

ら教えてください。 

堀副委員長：産業観光課副参事。 

中村産業観光課副参事兼課長補佐：ただいまの税金の滞納者の取扱いについてですけれど

も、当市の税務課のほうの協力をいただきまして、滞納されている方であっても、納税し

ますというふうな念書みたいなものを提出していただくことによって、こちらのほうでは

給付できるようにしました。ほとんどの方は、もらった給付金を元に滞納していた税金も

払っていただいております。 

 ただ、１件だけ払えないという方がおりまして、飲食業の支援金は令和２年度から実施

しておりまして、２年度の際も念書は書いて２０万円をもらったのですが、支払いをして

いなくて、令和３年度の際も同じように念書を書く前に、今回はちゃんと払ってからとい

うふうなことで税務課のほうから話があったようなのですけれども、払っていただけな

かったということで、１件が取り下げというふうな状況になってしまいました。 

 以上でございます。 

堀副委員長：澤口委員。 

澤口委員：分かりました。ありがとうございました。これに引っ掛かって助成を受けられ

ない人がたくさんいるのかなと思ったのですけれども、安心いたしました。 

 それから、５ページになりますでしょうか、生活応援プレミアム券事業の件なのですけ

れども、高額な予算を投じて決まったわけなのですが、これはたしか市内の業者を、こう

いう業種に使ってくださいというのをやったはずなのですが、結果としてその辺の状況を

大まかに、分かりましたら教えていただきたいと思います。 

 加えて、まだ早いかもしれませんけれども、結果としてどういうふうに考えているのか、
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効果があったのか、あるいは事業者・店舗等が喜んでいるのか、その辺も分かったらお話

しいただきたいと思います。 

堀副委員長：産業観光課副参事。 

中村産業観光課副参事兼課長補佐：まず、使える取扱店の業種につきましては、商工会の

ほうと協議しまして、全業種という形で実施させていただきました。ただし、登録制になっ

てございますので、申請があった店舗だけになっていることから、トータルで３５８店舗

というふうになってございます。 

 好評だったかどうかというふうな部分につきましては、商工会のほうからは一番恐れて

いた売れ残りということもございませんでしたし、逆にすぐに売り切れるという状況でも

なかった。また、販売時に混雑し過ぎて事故等のアクシデントが発生することもなかった

ことから、市民からも非常に好評だったということで伺っております。 

 以上でございます。 

堀副委員長：澤口委員。 

澤口委員：３５８店舗はいいのですけれども、その中に食堂とかスーパーとかガソリンス

タンドとかいっぱいあるわけですよね。そういう業種の中で、おおまかに言ってどういう

ところに使われたかということを教えていただきたかったのです。私の言い方が適切では

なくて申し訳ありませんでしたが、そういうことでした。もう一度お願いします。 

堀副委員長：産業観光課副参事。 

中村産業観光課副参事兼課長補佐：先ほどの説明で申し上げましたけれども、使用期間が

１月３１日までだったものですから、今現在、商工会のほうで使われた店舗、業種等をま

とめてはいる最中なので、具体的な数値までは申し上げることができないのですが、とり

あえず大型店とか大型店以外ということで、今回から共通券、専用券ということで分離し

ていたことから、その辺だけでもということでお伺いしたところ、大型店での利用がトー

タルでいきますと、５９.８％、大型店以外が４０.２％ということで、今回から新しく専

用券という形で導入しましたけれども、それがほとんど、およそ２３％ぐらいになるので

すが、今回４０％を超えたということで、かなり大型店以外の小規模の店舗等でも利用さ

れたものと伺っております。 

 以上でございます。 

堀副委員長：澤口委員。 

澤口委員：分かりました。 

 いずれそれはしかるべき時期が来たらしっかりと検証して、これからのコロナというの

はまだまだ続きそうですから、追加のこともありますから、どういう方法が一番いいかと

いうことをしっかり検証していただきたい。これを要望したいと思います。 

 次なのですけれども、これは８ページ、漁業関係なのですけれども、４７漁業者分とい

うことで説明がありました。三沢漁港の場合は、たしか漁業協同組合の漁獲実績というの

はイカが相当数占めるはずなのですが、まずここら辺の大まかな比率をお願いします。昨

年度あるいは最新のやつでも結構ですから。 

堀副委員長：答弁願います。 

 水産振興課長。 
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佐藤水産振興課長：ただいまの御質問にお答えいたします。 

 スルメイカについてでございますが、過去、平成３０年からのデータで見ますと、今年

度は特に数量といたしましては約３１１トンでございました。ちなみに、平成３０年度は

約５２６トン、令和元年度が８５１トン、令和２年度が１,０５２トンの水揚げ量がござい

ました。 

澤口委員：ありがとうございます。今、御説明ありましたように、三沢漁港の場合はイカ

が主たる魚種となるわけなのですが、そのイカが三沢漁港の場合、外来船がそのうちで占

める割合が相当高いはずです。 

 そこで、ちょっと参考までにお伺いしますけれども、外来船に対する漁業対策というの

は全く関係ない、除外されているわけなのですが、その辺のところの、確かに組合員でな

い、あるいは三沢市民ではないということで対象にならないわけなのですが、この辺のと

ころも今後、少し考えるべきではないでしょうか。少なくてもこれまで三沢漁港の場合は、

イカを中心とした外来船による相当な実績というものはあるわけですから、それをこれか

らも、最近はイカは不漁だというものの、これからもイカについては外来船に対する頼る

率というものは本当に大きいと思うのですよ。そこで、三沢市として、やっぱり三沢漁港

を発展させ、あるいはそういうことを含めて三沢の漁業者の、その辺のところも一緒にしっ

かりした経営をするためにも、何とかして外来船に対する対策も三沢市として考えてもい

いではないのかなと私はいつも思うのですが、この辺のところをちょっと御意見があれば

お聞かせいただきたいと思います。 

堀副委員長：経済部長。 

吉村経済部長：外来船につきまして、コロナの経済対策、例えば燃料高騰などに対する対

策というのは、直接三沢市から実施することは大変難しいところだと思います。 

 ただし、これまでも行っておりますが、外来船につきましては宿泊施設の整備とか、そ

れから停泊している場所の近くにトイレを整備したりなど、そういった形で援助している

ところもありますので、今後、ちょっと漁協のほうともお話ししまして、外来船に対する

いろいろいな手当てというのがもうちょっと手厚くできないかというところは検討してま

いりたいというふうには考えております。 

堀副委員長：澤口委員。 

澤口委員：大変残念なお話なのですけれども、やはり私はお互いに三沢漁港を盛り上げて

いくという視点に立てば、外来船に対する何らかのてこ入れというか、そういうのが絶対

必要だと思います。ぜひ、既成観念にとらわれず、今後検討していただくことを強く要望

します。 

 もう一つです。ちょっと順不同になるのですけれども、７ページの主食用水稲減収対策

事業費助成金なのですが、米の作付面積２０７ヘクタールですか、三沢市には２,２００ヘ

クタールぐらいの水田がある中で、こんなに減ったのかということで、愕然としてこの数

字を見ているのですけれども、これはいろいろな農業情勢の変化によってやむを得ないこ

とであるというものの、大変残念な思いをしております。 

 そこで、この２０７ヘクタールの面積の所在地なのですけれども、三沢の場合、北三沢

土地改良区、それから淋代平土地改良区、それから稲生川土地改良区、さらに土地改良区
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に属さない、昔から俗に言う谷地田というところもあるのかなと思うのですけれども、こ

の辺のところの数字は分かるのですか。 

堀副委員長：農政課長。 

沖澤農政課長：作付している場所、２０７ヘクタールのような場所ですけれども、主に淋

代平地区の淋代平土地改良区が管理しているところの水田が一番多いかと思います。面積

に関しましては、ちょっと今は資料がございませんので、何ヘクタールあるかというのは

ちょっと答えることができませんけれども、淋代平が一番多いと思っております。 

堀副委員長：澤口委員。 

澤口委員：稲生川土地改良区にも結構あると思うのです。その割合は別といたしまして、

なぜこれを取り上げたかということなのですが、北三沢土地改良区、また淋代平土地改良

区は、いわゆる上流から流れてくる水の用水を利用するという土地改良区ではないわけで

すね。膨大な経費を掛けて小川原湖から取水して、水田用水として供給しているのですが、

改良区の皆さんが言うには、非常に全部を耕作するに当たっても、こういう少なくなった

面積に対しても、そんなに違いがないようなポンプ経費がかかるという声をよく聞くので

すね。 

 そこで、私は今、課長のほうから淋代平土地改良区が多いのではないかというお話があっ

たのですが、淋代平土地改良区も五川目地区にあるのですが、あの地区といわゆる北三沢

地区とそれ以外の地区とが二つポンプを分けてあるのですけれども、あのどちらかに水田

耕作地を集積して、土地改良区のポンプ経費を少し軽減するというふうなことを役所とし

て、行政として指導といいますか、協議してみる必要があるのではないかなと私は思って

おります。 

 私が言うまでもなく、北三沢土地改良区あるいは淋代平土地改良区の用排水路というも

のがほとんどが用水路です。水の利用効率というのが、恐らく全国最低限の率だと思うの

ですよ。逆に言うと、さっきから言うように、ポンプアップの電力料金等々の経費が大変

な負担になっているのは間違いないわけですから、その辺のところを少し行政として指導

するということも私は必要と思っているのですが、その辺のところの見解、もしありまし

たらお聞かせください。 

堀副委員長：農政課長。 

沖澤農政課長：ただいまの質問にお答えいたします。 

 淋代平、北三沢土地改良区、それぞれ改良区が二つありますけれども、それぞれポンプ

において機械等の経費、相当かかっているのは承知しておりますけれども、減反政策によっ

て田からの野菜とか、そういった飼料とか、そういった作物への転換が進められている中

で、やっぱり用水としてポンプアップした水を使ったりなんかしているのは、農家が減っ

てきているのは確かです。 

 また、北三沢土地改良区においては、年間、ポンプを回す電気代とかそこら辺の経費が

１,０００万円ほどかかっているということでありまして、それらの経費に対する一部です

けれども、市としても３００万円から５００万円程度は国の補助金も入れて交付している

ところであります。 

 同じく淋代平のほうにも、年間約７００万円ぐらい国のほうの補助金を合わせて交付し
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ているような形で運営しているところでありますけれども、今後においてもさらに経費、

機械の更新等、様々な更新とかに経費がかかることが考えられますから、そこら辺は改良

区のほうに計画的にそういった更新を考えながら、年間年間の支出において、そこら辺の

機械を変えるための予算立てをちょっと考えるような形で調整等をしていきたいかなとい

うふうに思っております。 

 以上です。 

堀副委員長：澤口委員。 

澤口委員：ありがとうございます。分かりました。 

 いずれにしても、先ほど申し上げましたように、大体三沢市の水田面積は２,２００ヘク

タールぐらいあるわけです。そのうちの２０７ヘクタールしかやっていないわけですから、

ここは稲作経営の在り方というのは抜本的に考え直さないと立ち行かなくなります。です

から、改良区と協議しながら、これからどうあるべきかということをぜひ検討していただ

きたい。これを強くお願いして終わります。ありがとうございました。 

堀副委員長：ほかにございませんか。 

 馬場委員。 

馬場委員：ひとつ。プレミアム券といったか、あれは非常に評判が良くて、皆喜んでいる

のだけれども、細かい話だけれども、あの券、要するに維持費とか１割ぐらい公費１,１０

０万といったか、出ていたけれども、あのチケット、あれで結構いいのだから、相当、何

ぼかかるのだか分からないけれども、相当かかるのかなと思って、あれああいうのは中身

だから、物は別に内輪でやるのだから、そんなにいいものでなくて、変えなくても、その

分を金にしたほうがいいのかなと思っている。ちょっと聞きます。それをひとつ。 

 それと、漁業者のやつ、これなら４７だか８あって、単純に７００万円だから、１０万

円になるわけだから、７００万円だから４７人だから１０万円やるのか、平均すれば。（発

言する者あり） 

 いやに飲み屋さんだのこっちのほうのやつは何回かやっていて、２０万円とか１０万円

とかやっていて、今の見たら、イカ１,０００トンあったのが３００トンしか獲れなかった

と言って、非常にこれはコロナに関係ないけれども、ないのだかあるのだか分からないけ

れども、苦しんでいるのさ１０万円……。（発言する者あり）１０万円でないの。（発言

する者あり）１６万円。まず、結構少ないと思って、漁協さ聞いたの。 

 やっぱり漁協のほうでは、あの人たちは金を持っているのだから、何かで組合員にその

ほかに何かいろんなのを還元してやるみたいでいるから、その辺は何とかこれ俺少な過ぎ

るのではないのと思っているのもあるのだけれども、漁業者がそれでいいって言ったの。

相談してこのぐらいでいいと言われてやったの。その辺が、よかったらいいのだけれども、

少し俺から見たらいやにこれを出した割には少ないのかなと思って。 

 それと、今は何回目よ、飲食業は３回目、２回目。（発言する者あり）３回目か。まず、

それをお願いします。何回目ですか。金額が何ぼになるのだろう、大体。 

堀副委員長：産業観光課副参事。 

中村産業観光課副参事兼課長補佐：まず、プレミアム券の印刷の経費についてですけれど

も、まだ実績は出ていないのですが、予算額ですと事務費１,１５０万円のうち６７０万円、



- 14 - 

半分ぐらいが印刷にかかる経費というふうに見込んでいます。（発言する者あり）はい。

これが一応金券なものですから、偽造防止とかがちょっと必要らしくて、その紙代がちょっ

と高くついているようです。 

 以上でございます。（発言する者あり） 

堀副委員長：産業観光課副参事。 

中村産業観光課副参事兼課長補佐：最後の飲食店への支給についてですけれども、今回の

補正予算に計上するやつで３回目の予定になっています。（発言する者あり） 

馬場委員：大体何ぼずつなの。２０万円ずつ３回ということか。 

中村産業観光課副参事兼課長補佐：そうです。 

堀副委員長：水産振興課長。 

佐藤水産振興課長：まず、今回の対象人数４７名ですと、そちらの１人平均なのですけれ

ども、約１５万円ぐらいになります。（発言する者あり） 

 しかしながら、今回、年間を通して、１月から１２月までで、ある漁業者の方が実際に

漁に出て使用した燃料代に基づいて計算しておりますので、それぞれ個々に金額のほうは

ばらつきがございます。金額のほうなのですけれども、多く油を使った方に対しては３０

万円とか４０万円ぐらいという感じで算出しておりますので、トータルで平均すれば約１

５万円というふうになってございます。 

 参考までに、令和２年度については、漁業者のほうに一律２０万円の助成を行いました。

（発言する者あり）２０万円、はい。一律、はい。（発言する者あり） 

馬場委員：そうすれば、油は全部漁協を通してみんな買っているということですか。なか

なかそういうのないのだけれども、全部が漁協を通してみんな買っているのですか。 

堀副委員長：水産振興課長。 

佐藤水産振興課長：ほとんどの漁業者が……。（発言する者あり）今回、やっぱり使った

数量を把握するために三沢市内で購入した……。（発言する者あり）あります、はい。実

際に個人である石油店とか、そういったのも今回、把握して対象としております。（発言

する者あり） 

馬場委員：せっかくやるのなら、多い、少ない……。今、見たら２０万円は、これ２０万

は国のやつですか。２０万円はもう払ったのですか。 

堀副委員長：水産振興課長。 

佐藤水産振興課長：今回、３月補正で予算計上する分については、予定では来月３月……。

（発言する者あり）令和２年度に支出いたしまして、そちらのほうは補正のほうは終わっ

ております。（発言する者あり） 

堀副委員長：ほかにございませんか。（発言する者あり） 

堀副委員長：経済部長。 

吉村経済部長：偽造防止の観点から、なかなかちょっとそこが圧縮できない部分らしくて

ですね。私もちょっと最初に金額を見たときにびっくりして確認したのですけれども、そ

こはなかなか難しいところらしいです。 

馬場委員：分かりました。ありがとうございます。 

堀副委員長：あとはございませんか。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

堀副委員長：ただいま各委員の方々から様々な質問、意見等がございましたけれども、こ

れまで経済対策として、各種業種に支援金が交付されたということですが、これからもま

だまだ続きそうなこのコロナ禍ですけれども、第６波のコロナ禍により、特に影響を受け

ている業者に支援金を考えているということでありますけれども、これからもぜひ委員の

意見を参考にして経済支援対策を考えていただければというふうに思います。 

 以上で、本日の案件は終了となります。 

 なお、この所管事務調査については、定例会で報告することとなりますが、この内容に

ついては正副委員長に御一任いただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

堀副委員長：なお、今後、特別な事情がない限り、本日の会議がこの委員会にとって最後

の会議となります。 

 この２年間、委員長をはじめ委員の皆様の御協力により、順調に産業建設常任委員会の

所管事務調査ができたと思っております。この場をお借りして厚く感謝を申し上げまして、

産業建設常任委員会を閉会いたします。 

 どうもありがとうございました。 

午前１１時０９分 閉会   

 

以   上 

 

副委員長   堀   光 雄   


